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５  条例案に対する意見の提出  

 

  地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例

案について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。 

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見 

6.12.3 一般職の職員の

給与に関する条

例等の一部を改

正する条例 

改正内容（勧告等に基づく改正） 

１ 内容 

(1) 給料月額について、初任給をはじめ 

若年層に重点を置いた上で、全年齢層 

の引き上げ改定を行うもの。 

(2) 医師等に対する初任給調整手当の支

給月額の限度を引き上げるもの。 

(3) 期末・勤勉手当について、令和６年

度及び令和７年度以降の支給割合を本

委員会の勧告どおり引き上げるもの。 

(4) 寒冷地手当の月額を改定するもの。 

(5) 義務教育等教員特別手当、給料表及 

び教育職給料表(三)級別標準職務表に 

係る改正（県立幼稚園の閉園に伴う文 

言の削除） 

２ 実施時期 

(1) 令和６年４月１日 

(2) 令和６年４月１日 

(3) ア 令和６年度の支給割合 

令和６年 12 月１日 

      イ 令和７年度の支給割合 

      令和７年４月１日 

(4) 令和６年４月１日 

 (5) 令和７年４月１日 

適 当 な も

の と 考 え

ます。 

 

 

職員の特殊勤務

手当に関する条

例の一部を改正

する条例 

改正内容 

１ 内容 

  災害応急手当及び遭難救助等作業手当

について、能登半島地震後の国や他の都道

府県の動向を踏まえて支給額等を改める

とともに、所要の改正を行うもの。 

２ 実施時期 

条例の公布日（県立幼稚園の閉園に係る

改正については、令和７年４月１日） 

適 当 な も

の と 考 え

ます。 
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職員の退職手当

に関する条例の

一部を改正する

条例 

改正内容 

１ 内容 

  雇用保険法が改正されたこと等により、

国家公務員退職手当法の改正に準じて所

要の改正を行うもの。 

２ 実施時期 

  令和７年４月１日（自己都合等退職者に

係る定義に係る部分は公布の日） 

適 当 な も

の と 考 え

ます。 

刑法等の一部を

改正する法律の

施行に伴う関係

条例の整理に関

する条例 

改正内容 

１ 内容 

  刑法等の一部を改正する法律の施行に 

より、懲役及び禁錮が廃止され、これらに 

代えて拘禁刑が創設されることから、条例 

において、「懲役」、「禁錮」の文言を使 

用しているものについて、「拘禁刑」に改 

めるもの。 

２ 実施時期 

  令和７年６月１日 

適 当 な も

の と 考 え

ます。 

7.2.17 一般職の職員の

給与に関する条

例等の一部を改

正する条例 

改正内容 

１ 内容（給与制度のアップデートによるもの） 

(1) 給料表に係る改正 

  国において令和７年４月から実施され

る俸給表に準拠する改定を行うもの。 

(2) 昇給制度に係る改正 

  人事委員会規則で定める職員につい

て、勤務成績が良好又は特に良好である

場合に限り昇給するもの。 

(3) 扶養手当に係る改正 

  配偶者に係る扶養手当を廃止し、子に

係る扶養手当の月額の改正を行うもの。 

(4) 通勤手当に係る改正 

通勤手当の支給限度額の改正等を行う 

もの。 

(5) 管理職員特別勤務手当に係る改正 

平日深夜の勤務について、支給対象時 

間帯を拡大するもの。 

(6) 定年前再任用短時間勤務職員等の諸手

当に係る改正 

地域手当（異動保障など特例的に支給 

されるもの）等の手当を支給するもの。 

(7) 寒冷地手当に係る改正 

  新たな気象データに基づき、県内の支

給地域を改正するもの。 

適 当 な も

の と 考 え

ます。 
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(8) 特定任期付職員に係る改正 

  勤勉手当を導入し、特定任期付職員業

績手当を廃止するもの。 

２ 実施時期 

  令和７年４月１日 
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